
請
負
額

兆
円
台
に
回
復

３
保
証

年
度
の
取
扱
実
績

　
北
海
道
建
設
業
信
用
保
証

︵
北
保
証
和
泉
晶
裕
社
長
︶

東
日
本
建
設
業
保
証︵
東
保
証


栗
田
卓
也
社
長
︶

西
日
本
建

設
業
保
証
︵
西
保
証

菱
田
一

社
長
︶
の
公
共
工
事
前
払
金
保

証
事
業
会
社
３
社
は
２
０
２
４

年
度
の
保
証
実
績
を
ま
と
め

た

前
払
金
保
証
を
扱

た
工

事
な
ど
の
請
負
金
額
は
前
年
度

比
３
・
２
％
増
の

兆
２
０
５

４
億
円

北
保
証

東
保
証
で

増
加
し
た

発
注
者
別
で
は
国

以
外
の
全
て
で
前
年
度
を
上
回

り

４
年
ぶ
り
に

兆
円
台
を

回
復
し
た

保
証
件
数
は
２
・

１
％
減
の

万
７
１
６
３
件


保
証
金
額
は
４
・
０
％
増
の
５

兆
９
８
１
７
億
円
だ

た


　
発
注
者
別
の
請
負
金
額
は


国
が
９
・
１
％
減
の
２
兆
４
３

０
８
億
円

独
立
行
政
法
人
等

が

・
３
％
増
の
１
兆
６
９
７

６
億
円

都
道
府
県
が
０
・
５

％
増
の
４
兆
３
２
７
８
億
円


市
区
町
村
が
８
・
０
％
増
の
５

兆
５
２
２
４
億
円

地
方
公
社

が

・
７
％
増
の
２
４
９
６
億

円

そ
の
他
が
８
・
８
％
増
の

９
７
６
９
億
円


　
請
負
金
額
の
推
移
を
３
社
管

内
別
に
見
る
と

北
保
証
は
８

・
７
％
増
の
１
兆
１
４
９
５
億

円
と
増
加

１
兆
円
台
を
割
り

込
ん
だ

年
度
か
ら
２
年
連
続

で
１
兆
円
台
を
維
持
し
た

発

注
者
別
で
は
北
海
道
以
外
で
増

加
し

特
に
独
立
行
政
法
人
等

が

・
８
％

地
方
公
社
も
２

１
５
・
９
％
と
伸
び
が
顕
著
だ


た


　
東
保
証
は
７
・
８
％
増
の
８

兆
３
６
７
８
億
円
と
４
年
ぶ
り

に
８
兆
円
台
を
回
復
し
た

環

境
省
に
よ
る
東
日
本
大
震
災
の

中
間
貯
蔵
施
設
事
業
の
減
少
で

国
が
減
少
し
た
一
方

管
内
で

発
生
し
た
能
登
半
島
地
震
の
復

興
工
事
で
都
道
府
県︵
石
川
県
︶

が
３
・
７
％

市
区
町
村
は
愛

知
の
ご
み
処
理
施
設
と
い

た

大
型
案
件
で

・
６
％
と
そ
れ

ぞ
れ
増
加
し

国
を
除
い
て
前

年
度
を
上
回

た


　
西
保
証
は
３
・
９
％
減
の
５

兆
６
８
８
０
億
円
と
減
少
し

た

国
︵

・
５
％
減
︶

独

立
行
政
法
人
等︵
０
・
１
％
減
︶

都
道
府
県
︵
４
・
８
％
減
︶
の

減
少
が
響
い
た
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不
要
の
金
額
要
件
引
き
上
げ

入
契
法
義
務
付
け
の
情
報
公
表
国交省

　
国
土
交
通
省
は
公
共
工
事
入

札
契
約
適
正
化
法
︵
入
契
法
︶

で
公
共
発
注
者
に
義
務
付
け
て

い
る
情
報
公
表
の
金
額
要
件
を

見
直
す

入
契
法
施
行
令
で
は

情
報
公
表
を
不
要
と
す
る
予
定

価
格
の
要
件
を

予
定
価
格
が

少
額
の
場
合
に
選
択
で
き
る

﹁
少
額
随
意
契
約
﹂
の
基
準
額

を
参
考
に
設
定
し
て
い
る

こ

の
た
め
４
月
１
日
に
少
額
随
契

の
基
準
額
の
引
き
上
げ
ら
れ
た

こ
と
を
受
け

情
報
公
表
を
不

要
と
す
る
予
定
価
格
も
引
き
上

げ
る


　
入
契
法
で
は
公
共
工
事
の
発

注
見
通
し
や
入
札
・
契
約
の
過

程
・
結
果
の
内
容
に
関
し
て
公

表
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
事

項
が
あ
る

情
報
公
表
を
不
要

と
す
る
予
定
価
格
は

国
と
都

道
府
県
・
政
令
市
で
現
行
が
２

５
０
万
円
以
下

こ
れ
を
少
額

随
契
の
基
準
額
と
同
じ
く
４
０

０
万
円
以
下
に
変
更
す
る

入

契
法
施
行
令
の
関
係
規
定
を
改

定
す
る
政
令
を
５
月
下
旬
に
公

布
し

７
月
１
日
の
施
行
を
予

定
す
る
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総人口万人減、高齢化進展
総務省　人口推計

日本人年連続減、１億万人

　
総
務
省
が

日
公
表
し
た
２

０
２
４
年

月
１
日
時
点
の
人

口
推
計
に
よ
る
と

外
国
人
を

含
む
総
人
口
は
前
年
比

万
人

減
少
︵
０
・

％
減
︶
し

１

億
２
３
８
０
万
２
０
０
０
人
だ


た

日
本
人
の
人
口
は

万

８
０
０
０
人
減
り
︵
０
・

％

減
︶

１
億
２
０
２
９
万
６
０

０
０
人

総
人
口
の
減
少
は


年
連
続
で


歳
以
上
が

万

人
増
の
約
２
０
７
７
万
人
と
な

り
人
口
減
少
と
高
齢
化
が
一
段

と
進
ん
で
い
る

日
本
人
の
減

少
は

年
連
続
で

減
少
幅
は

比
較
で
き
る
１
９
５
０
年
以
降

で
最
大
だ

た


　
総
人
口
は
死
亡
数
が
出
生
数

を
上
回
る
﹁
自
然
減
﹂
が

万

人
で

減
少
は

年
連
続

男

性
は

万
３
０
０
０
人

女
性

は

万
７
０
０
０
人
そ
れ
ぞ
れ

減
少

減
少
は
男
性
が

年
連

続

女
性
が

年
連
続

総
人

口
は
男
性
が
６
０
２
３
万
３
０

０
０
人

女
性
が
６
３
５
６
万

９
０
０
０
人


　

歳
以
上
は
１
万
７
０
０
０

人
増
加
し
３
６
２
４
万
３
０
０

０
人
と
な
り

過
去
最
高
の


・
３
％
を
占
め
る


歳
以
上

の
割
合
も
過
去
最
高
の

・
８

％
と
な

た


歳
未
満
は
１

３
８
３
万
人
で
過
去
最
低
の


・
２
％
に
減

た

外
国
人
は


万
２
０
０
０
人
増
加
し

３

年
連
続
で
増
え
て
い
る


　
人
口
が
増
加
し
た
の
は
東
京

都
と
埼
玉
県
だ
け

増
加
率
は

東
京
が
０
・

％

埼
玉
が
０

・

％

人
口
減
少
率
が
１
％

を
超
え
た
の
は

秋
田
県
︵
１

・

％
︶

青
森
県
︵
１
・


％
︶

岩
手
県
︵
１
・

％
︶

な
ど

県
あ
る

減
少
率
が
拡

大
し
た
の
は

道
府
県
で

前

年
と
の
差
が
最
大
だ

た
の
は

石
川
県
︵
０
・


︶

能
登

半
島
地
震
の
影
響
と
み
ら
れ
て

い
る


　
転
入
者
が
転
出
者
を
上
回
る

社
会
増
は

東
京

埼
玉

千

葉
な
ど

都
道
府
県

前
年
が

社
会
減
だ

た
福
井

奈
良


宮
崎
は
増
加
に
転
じ
た


　

日
の
閣
議
後
会
見
で
村
上

誠
一
郎
総
務
相
は
人
口
推
計
に

関
し
て
﹁
過
度
な
東
京
一
極
集

中
の
進
展
は

少
子
高
齢
化


過
疎
の
進
む
地
方
の
地
域
社
会

の
担
い
手
不
足
や
災
害
リ
ス
ク

な
ど
の
点
か
ら
大
き
な
問
題
﹂

と
指
摘
し
た
上
で
﹁
是
正
は
国

全
体
に
と

て
喫
緊
の
課
題
﹂

と
述
べ
た
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現
場
レ
ベ
ル
の
実
践
強
化

国

交

省


年
度
施
策

組
織
間
事
業
間
で
連
携

流域治水　
国
土
交
通
省
は
流
域
の
あ
ら
ゆ
る
関
係
者
が
協
働
し
て

治
水
に
取
り
組
む
﹁
流
域
治
水
﹂
で

２
０
２
５
年
度
の

施
策
を
ま
と
め
た

地
方
自
治
体
向
け
補
助
制
度
の
充
実

や
事
業
間
連
携
の
強
化
な
ど
に
取
り
組
む
方
針

国
と
自

治
体

民
間
な
ど
垣
根
を
越
え
た
連
携
を
さ
ら
に
強
め


現
場
レ
ベ
ル
で
の
実
践
を
強
化
し
て
い
く
考
え
だ


　

年
度
は
自
治
体
支
援
と
し

て
流
域
水
害
対
策
計
画
の
実
効

性
向
上
を
図
る
た
め

﹁
特
定

都
市
河
川
浸
水
被
害
対
策
推
進

事
業
﹂
を
拡
充
し

自
治
体
の

調
査
を
国
が
支
援
す
る
新
た
な

枠
組
み
を
創
設

再
度
災
害
防

止
の
た
め
に
﹁
大
規
模
災
害
関

連
事
業
︵
直
轄
事
業
︶
﹂
の
基

準
も
見
直
す


　
貯
留
機
能
保
全
区
域
内
の
固

定
資
産
税
減
免
の
特
例
措
置
は

３
年
間
延
長

分
野
間
連
携
を

強
め
る
た
め

上
下
水
道
シ
ス

テ
ム
の
急
所
を
土
砂
災
害
か
ら

守
る
﹁
事
業
間
連
携
砂
防
等
事

業
﹂
を
拡
充
し
て
対
象
施
設
の

幅
を
広
げ
る


　

年
度
は
特
定
都
市
河
川
の

指
定
や
農
林
・
砂
防
分
野
と
の

連
携

立
地
適
正
化
計
画
の
策

定
が
進
む
な
ど
着
実
な
成
果
を

挙
げ
た

流
域
治
水
関
連
の
指

標
で
は
自
治
体
の
取
り
組
み
が

大
き
く
進
ん
だ

農
地

農
業

関
連
施
設
の
活
用
を
行
う
自
治

体
が
全
国
で

市
町
村
増
加
し

た
ほ
か

立
地
適
正
化
計
画
は

新
た
に

自
治
体
が
作
成

洪

水
浸
水
想
定
区
域
の
指
定
河
川

が
約
１
６
０
０
河
川

内
水
浸

水
想
定
区
域
図
の
作
成
自
治
体

は

団
体
増
え
た


　
治
水
分
野
以
外
と
の
連
携
で

は
治
山
対
策
１
３
６
６
カ
所


砂
防
関
連
施
設
１
６
７
カ
所
を

整
備

避
難
確
保
計
画
作
成
済

み
の
介
護
施
設
な
ど
の
数
は
洪

水
対
象
が
約
４
８
０
０
施
設


土
砂
災
害
が
約
３
５
０
０
施
設

増
え
た


　

年
度
は
流
域
の
﹁
見
え
る

化
﹂
の
取
り
組
み
と
し
て

ワ

ン
コ
イ
ン
浸
水
セ
ン
サ

の
導

入
促
進
や
リ
ア
ル
タ
イ
ム
浸
水

状
況
表
示
シ
ス
テ
ム
の
構
築
に

着
手
し
た

﹁
Ｎ
Ｉ
Ｐ
Ｐ
Ｏ
Ｎ

防
災
遺
産
﹂
の
初
弾
認
定
や
全

国
初
の
貯
留
機
能
保
全
区
域
を

奈
良
県
内
で
指
定
す
る
な
ど
新

た
な
施
策
展
開
も
始
ま

た
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元
請

％
が
健
康
状
況
把
握

高
齢
就
労
者
の

災
害
防
止
策

効
果
的
な
手
法
ま
と
め
へ
建災防

　
建
設
業
労
働
災
害
防
止
協
会

︵
建
災
防

今
井
雅
則
会
長
︶

の
調
査
に
よ
る
と

高
齢
就
労

者
の
災
害
防
止
に
当
た
り

元

請
企
業
の

％
が
高
齢
就
労
者

の
健
康
状
況
を
把
握
し


％

が
協
力
会
社
に
災
害
対
策
を
指

導
し
て
い
る
こ
と
が
分
か


た

具
体
的
に
は

主
に
高
所

作
業
や
１
人
作
業
を
避
け
る
な

ど
の
配
慮
を
行

て
い
る

建

災
防
は
中
小
建
設
業
や
協
力
会

社
に
も
高
齢
就
労
者
に
関
す
る

調
査
を
行
い

２
０
２
６
年
度

中
に
効
果
的
な
災
害
防
止
の
手

法
を
ま
と
め
る


　
調
査
は

年
度
に
実
施
し

た

建
設
労
務
安
全
研
究
会
の

会
員
企
業
の
う
ち


社
の
２

４
２
現
場
か
ら
回
答
を
得
た


　
高
齢
者
の
健
康
状
況
に
つ
い

て
は
﹁
あ
る
程
度
把
握
し
て
い

る
﹂
が

％

﹁
十
分
に
把
握

し
て
い
る
﹂
が

％
と

計


％
が
把
握
し
て
い
る
こ
と
が
分

か

た

入
場
者
名
簿
や
高
齢

者
就
労
届
の
ほ
か

入
場
者
教

育
時
に
血
圧
・
既
往
症
歴
と
い


た
健
康
状
況
の
把
握
に
取
り

組
ん
で
い
た


　
就
労
上
の
対
策
︵
複
数
回
答

可
︶
で
は﹁
作
業
配
慮
﹂︵

社
︶

が
最
も
多
く
次
い
で﹁
教
育
﹂

︵
４
社
︶体
力
測
定︵
３
社
︶そ

の
他︵
同
︶と
続
い
た

作
業
配

慮
の
内
容
を
見
る
と
﹁
高
所
作

業
や
１
人
作
業
を
避
け
る
﹂

﹁
夏
場
の
作
業
環
境
で
の
休
憩

指
導
﹂
な
ど
が
挙
が

た


　
協
力
会
社
に
対
し
て
は

％

が
高
齢
就
労
者
の
災
害
対
策
に

つ
い
て
指
導
し
て
い
た
た
だ


災
害
防
止
に
留
意
が
必
要
と
考

え
る
年
齢
層
は
﹁

歳
以
下
﹂

︵

社
︶
が
最
も
多
く

次
い

で
﹁



歳
﹂
︵

社
︶


﹁
そ
の
他
﹂
︵

社
︶

﹁


歳
以
上
﹂
︵

社
︶
と
続
き


高
齢
者
よ
り
も
若
年
層
に
よ
る

経
験
不
足
や
慣
れ
か
ら
来
る
災

害
防
止
に
留
意
が
必
要
と
捉
え

て
い
る
こ
と
が
分
か

た


　
ヒ
ア
リ
ン
グ
で
は
高
齢
就
労

者
の
豊
富
な
経
験
を
評
価
す
る

声
も
あ
り

建
災
防
は
高
齢
就

労
者
の
安
全
や
健
康
の
方
針
に

つ
い
て
﹁
個
々
の
健
康
状
態
を

把
握
し
つ
つ

作
業
内
容
な
ど

へ
の
適
正
配
置
を
配
慮
し
て
い

く
こ
と
に
な
る
﹂と
総
括
し
た
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自
治
体
に
入
契
適
正
化
要
請

低
入
調
査
の
範
囲
　

引
き
上
げ
で
注
意
喚
起

国交省
　
国
土
交
通
省
は
公
共
工
事
の

入
札
契
約
の
適
正
化
や
施
工
体

制
の
確
保
に
向
け

重
点
的
に

取
り
組
む
べ
き
事
項
を
ま
と
め

た
文
書
を
地
方
自
治
体
な
ど
に


日
付
で
送

た

適
正
な
工

期
設
定
や
施
工
時
期
の
平
準

化

適
正
な
価
格
に
よ
る
契
約

な
ど
を
特
に
要
請
し
た


　
市
区
町
村
は
週
休
２
日
工
事

の
実
施
割
合
が
依
然
低
く

工

期
設
定
で
休
日
を
考
慮
し
て
い

な
い
ケ

ス
も
多
い

建
設
業

の
魅
力
向
上
と
担
い
手
確
保
の

た
め
長
時
間
労
働
の
是
正
に
理

解
を
求
め

取
り
組
み
の
改
善

に
向
け
た
都
道
府
県
に
よ
る
働

き
掛
け
強
化
を
呼
び
掛
け
た


　
国
や
自
治
体
の
契
約
で
予
定

価
格
が
少
額
の
場
合
に
選
択
で

き
る﹁
少
額
随
意
契
約
﹂の
基
準

額
が
４
月
１
日
に
引
き
上
げ
ら

れ
た
こ
と
に
触
れ
つ
つ

こ
れ

に
合
わ
せ
て
低
入
札
価
格
調
査

制
度
や
最
低
制
限
価
格
制
度
の

基
準
額
を
引
き
上
げ
る
こ
と
は

﹁
適
当
で
は
な
い
﹂と
注
意
喚
起

し
た
低
入
調
査
な
ど
の
対
象

工
事
を
一
定
額
以
上
に
限
定
し

て
い
る
団
体
も
あ
る
が

ダ
ン

ピ
ン
グ
対
策
を
徹
底
す
る
観
点

で
調
査
対
象
な
ど
を
﹁
幅
広
く

捉
え
る
こ
と
が
適
切
﹂と
し
た


　
設
計
金
額
の
一
部
を
切
り
下

げ
て
予
定
価
格
に
す
る
﹁
歩
切

り
﹂
と
と
も
に

資
材
単
価
に

不
透
明
な
乗
率
を
設
定
す
る

﹁
単
価
歩
切
り
﹂
の
運
用
を
控

え
る
よ
う
徹
底
も
求
め
た
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